
貸借対照表 Ｐ１
注記等 Ｐ２

決 算 公 告

(  第  ３９  期  )

至　２０２６年　３月３１日

東レアルファート株式会社

自　２０２５年　４月　１日



単位：円

金    額 金    額

6,262,216,484 4,643,490,381

6,028,116,019 4,601,642,693

806,228 251,609,114

199,459,130 2,178,354,414

電子記録債権 1,673,375,125 1,936,214,085

売掛金 2,177,681,363 未払費用 68,762,183

未収金 13,761,957 賞与引当金 62,161,000

製品 1,504,580,234 未払法人税等 94,482,161

仕掛品 447,241,397 その他流動負債 10,059,736

未収消費税 24,540,998 　Ⅱ．固定負債 41,847,688

その他流動資産 27,395,804 長期預り金 32,445,688

-40,726,217 その他固定負債 9,402,000

　Ⅱ．固定資産 234,100,465 （純資産の部） 1,618,726,103

１．有形固定資産 14,263,716 　Ⅰ．株主資本 1,615,858,815

建物 10,856,635 １．資本金 100,000,000

工具器具備品 3,142,081 ２．資本剰余金 100,000,000

土地 265,000 　(1)資本準備金 7,998,243

２．無形固定資産 133,640,736 　(2)その他資本剰余金 92,001,757

電話加入権 1,058,211 ３．利益剰余金 1,415,858,815

ソフトウエア 2,822,443 　(1)利益準備金 700,000

システム仮勘定 129,760,082 　(2)その他利益剰余金 1,415,158,815

３．投資その他の資産 86,196,013 　　 a. 任意積立金 320,000,000

子会社株式 5,000,001 　　 b. 繰越利益剰余金 1,095,158,815

投資有価証券 2,312,291 　Ⅱ．評価・換算差額等 2,867,288

その他投資 29,100,155 74,326

繰延税金資産 49,783,566 2,792,962

6,262,216,484 6,262,216,484

　Ⅰ．流動資産

現金・預金

（資産の部）

２０２６年　３月３１日現在

資産合計

短期借入金

貸  借  対  照  表

電子記録債務

（負債の部)

科      目科      目

受取手形

　Ⅰ．流動負債

買掛金

貸倒引当金

負債・純資産合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益



重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式

　…移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産

定額法

(2) 無形固定資産

定額法（自社利用のソフトウェアは、社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法）

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 賞与引当金

従業員への賞与の支給に備えるため、支払見込額のうち当事業年度の負担に属する部分を計上している。

(3) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規による支給見込額を計上している。

4. 収益および費用の計上基準

商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品

又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が

当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識している。 

5. ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。ただし、振当処理の要件を満たす為替予約については振当処理によっている。

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式数　　　９７４株 974 株

収益認識に関する注記

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

個　　別　　注　　記　　表


